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第1章 

はじめに 
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1. 背景・目的  

1-1 本調査研究の背景  

我が国では、重度な要介護状態となっても、住み慣れた地域で患者や高齢者の生活を支え

る地域包括ケアシステムの構築が目指されている。このような中、医療と介護の両方を必要

とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地

域における医療・介護の関係機関が連携し、多職種協働により、在宅医療・介護を一体的に

提供できる体制の構築が求められている。 

平成26年介護保険法改正により在宅医療・介護連携推進事業が地域支援事業に位置づけ

られ、全国の市区町村が中心となって取り組むこととなった。現在、市区町村によっては、

国が提示してきた手引きや研修の枠にとらわれず、自地域の特性やニーズを汲み取る形で

認知症施策との連動や全世代・各領域（母子・障害等）や災害時の対応を捉えた取組を試み

る自治体も現れつつある。 

一方、全国の市区町村の取組に目を向けると、地域における特性・ニーズの把握や本事業

の目的を設定できないまま本事業を実施している自治体や、取組の成果を評価するために

必要な評価指標やその判断材料となりえる医療・介護情報等の設定に悩んでいる自治体も

見受けられる。 
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2. 調査手法  

2-1 調査手法  

（１） 検討委員会の開催 

在宅医療・介護連携推進事業は、平成26年介護保険法改正により、地域支援事業に位置づ

けられ、市区町村が主体となり、郡市区医師会等関係団体と連携しつつ取り組むこととされ

た。一方で、高齢化の状況や医療・介護資源等においては地域差があるとともに、在宅医療

・介護連携推進事業の進捗状況も地域により異なる状況である。 

また、市区町村によっては現状の取組そのものが、地域の実態に即した課題を解決するた

めの対応策になっておらず、「表面的な取組になってしまっているのではないか」といった

事業の形骸化を懸念する意見もある。 

本事業において、「在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討」を8つの事業項目の

1つに位置付けているが、十分な検討が為されるまでには至っていない市区町村もあり、地

域においてどのような在宅療養を提供していくのかといった地域で目指す理想像（目標）に

ついても、策定・共有できていない地域も少なくない。 

本調査研究では、在宅医療・介護連携推進事業が地域支援事業に位置づけられて4年目を

迎えることや、上記のような現状等も踏まえ、本事業がより効果的に在宅医療・介護連携の

取組に資するよう、有識者や自治体関係者等で構成される「地域包括ケアシステムにおける

在宅医療・介護連携推進事業のあり方に関する検討委員会」を設置し、検討を行った。 

検討委員会では、下記3点を主たる論点とした上で議論を行った。各論点の詳細と検討委

員会内での議論結果については、第2章でまとめて解説を行う。 

 

＜開催日程および論点＞ 

回数 日程 議題 

第1回 2019年1月31日 在宅医療・介護連携推進事業における現状と課題について 

第2回 2019年3月11日 在宅医療・介護連携推進事業の枠組みの在り方や考え方について 

在宅医療・介護連携推進事業の事業項目の在り方や考え方について 
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地域包括ケアシステムにおける在宅医療・介護連携推進事業のあり方に関する 

検討委員会 委員名簿 

＜委員＞※敬称略 

座長 川越 雅弘 公立大学法人 埼玉県立大学大学院 
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  江澤 和彦 公益社団法人 日本医師会   常任理事 

  上野 桂子 一般社団法人 全国訪問看護事業協会 副会長 
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  小田島 史恵 岩手県釜石市保健福祉部 高齢介護福祉課 

  関根 伴和 新潟県新潟市保健衛生部 地域医療推進課 

  徳丸 剛 東京都西東京市健康福祉部 高齢者支援課 
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第2章 

地域包括ケアステムにおける在宅医

療・介護連携推進事業のあり方 

に関する検討委員会
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1. 論点の設定  

検討委員会では、主たる論点を下記3点設定した。より詳細な個別論点を含めて、次ペー

ジ以降で各論点に関する考察を述べる。 

 

①在宅医療・介護連携推進事業における現状と課題について 

 

②在宅医療・介護連携推進事業の枠組みの在り方や考え方について 

 

③在宅医療・介護連携推進事業の事業項目の在り方や考え方について 
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2. 在宅医療・介護連携推進事業のあり方について  

2-1 在宅医療・介護連携推進事業における現状と課題について  

検討委員会では、在宅医療・介護連携推進事業が地域支援事業に位置づけられて 4 年目

を迎えること等も踏まえ、本事業の現状と課題に関する議論を深めた。 

本事業は、平成 26 年介護保険法改正により、地域支援事業に位置づけられ、市区町村

が主体となり、郡市区医師会等関係団体と連携しつつ取り組むこととされた。現在、市区

町村では、事業項目（ア）から（ク）に着手し、在宅医療・介護を一体的に提供できる体

制の構築に向けて、地域の実情に応じた取組を推進している。 

厚生労働省は、地域の在宅医療・介護連携推進事業の実態把握、課題の検討、課題に応

じた施策立案に至る方法について具体化して事業が実施されるよう等の趣旨のもと、平成

29 年 10 月に「在宅医療・介護連携推進事業の手引き Ver.2」（以下「手引き」という。）

を公表した。以下に、掲示された主な考え方を示す。 

 

図表1 ：在宅医療・介護連携推進事業の８つの事業項目の進め方のイメージ 

 

出所）富士通総研 「平成 27 年度老人保健健康増進事業 地域の実情に応じた在宅医療・ 

           介護連携を推進するための多職種研修プログラムによる調査研究事業」 

 

 

 

 

図表2 在宅医療・介護連携推進事業におけるPDCAサイクル 
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出所）野村総合研究所 平成 28 年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業地域包括

ケアシステムの構築に向けた地域支援事業における在宅医療・介護連携推進事業の実施状況および先進事

例等に関する調査研究事業 

 

一方で、市区町村の取組状況を踏まえると、各事業項目の目的を必ずしも認識できてい

ないと思われる取組や事業項目間の相関などを意識できていないと思われる取組等もみら

れる。 

検討委員会の中では、事業項目（ア）、（イ）に取り組み、現状の把握を十分にした上

で、事業項目（イ）に取り組んで地域課題とその対応策について協議することが周知され

てきたという意見と同時に、PDCAサイクルの運用が難しいといった指摘が為された。特

に、PDCAの運用に際しては、事業進捗を評価・モニタリングするための適切な指標が必要

となる。しかし、こうした指標の整備までできている市区町村は一握りに過ぎず、また実

際に指標を設定したとしても、指標の示す数字の解釈まで実施できている市区町村はより

少ない現状が確認された。さらに、将来的に必要となる医療・介護の必要量と現状の供給

量については、現状の把握は進んでいたとしても、将来的の需要量の推計まではできてい

ないという実態についても確認された。 

なお、評価指標に関しては、手引きの中では、Donabedianモデルの考え方を援用して、

ストラクチャー、プロセス、アウトカムの３指標による整理が提示されている。しかし、

次頁に示す図表にある項目の多くは、独自に地域にアンケートを実施しなければ取得する

ことができないものが多い。さらに、実際に在宅医療・介護連携推進事業に取り組む市区

町村からは、事業評価の難しさの一要因として指標の設定の難しさが挙げられた。検討委

員会の中では、在宅医療・介護連携推進事業における指標例としての妥当性・適切性に関

する意見や、特に地域間比較が可能な指標の重要性などへの言及があった。また、指標の
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解釈が正しくなされないまま、活用の仕方など先を見据えずに指標を設定し、事業進捗等

をモニタリングされてしまう懸念も共有された。 

 

図表3 在宅医療・介護連携推進事業における指標のイメージ 

 
出所）野村総合研究所 平成 28 年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業地域包括

ケアシステムの構築に向けた地域支援事業における在宅医療・介護連携推進事業の実施状況および先進事

例等に関する調査研究事業 
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以下は、検討委員会の中で示した市区町村の活用している評価指標等について、分析し

たものである。 

 

図表4｜ 質問18：事業進捗を評価する際に活用（モニタリング）している評価指標（N=1,734） 
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以下は、検討委員会の中で示した課題のうち、市区町村担当者が優先的に解消したいと考

える課題をスコア降順で整理したアンケート分析結果である。この結果からは、「事業実

施のためのノウハウの不足」、「指標設定等の事業評価のしにくさ」、「将来的な在宅医療・

介護連携推進事業のあるべき姿をイメージできていない」などが課題として挙がってお

り、取組の評価やマネジメントのあり方を再考する必要性について意見が挙げられた。 

 

図表5｜ 質問23-B：課題解決の優先順位（深刻度）スコア別 

（回答数、N=1,734） 

 

※1 位は 5 点、2 位は 4 点、3 位は 3 点、4 位は 2 点、5 位は 1 点として、各課題をスコア化した。 
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22.多職種研修の企画・運営の技術的支援

23.（オ）の相談支援の窓口に配置する相談員の研修、人材育成

19.隣接する市区町村との広域連携の調整

26.広域的な医療介護連携（退院調整等）に関する協議

6.行政内部の連携、情報共有等

12.現状の在宅医療・介護サービスの提供実態が把握できていないこと
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25.医療機関との調整
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8.総合事業などと連携した事業計画の策定ができる人材の不足

14.多職種間の協力関係の強化・情報共有の効率化

2.予算の確保

24.医師会等関係団体との調整

7.地域支援事業の全体像を見渡せる人材の不足

9.事業全体を見渡せる人材の不足（市区町村担当者および事業委託先をご想定ください）

4.本事業の存在や必要性を医療・介護関係者等に認知してもらうこと

13.将来的な在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿をイメージできていないこと

17.事業推進を担う人材の確保（市区町村担当者および事業委託先をご想定ください）

18.指標設定等の事業評価のしにくさ

5.行政と関係機関（医師会、医療機関等）との協力関係の構築

3.事業実施のためのノウハウの不足

16.地域の医療・介護資源の不足
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つづいて、以下に意見交換会で共有された現状の課題を整理したものを掲げる。 

 

図表 6｜検討委員会で確認された現状と課題 

 

 

 



14 

 

 

 

 在宅医療・介護連携推進事業における現状と課題について、８つの事業項目が横並びに

なっていることから、課題の認識・抽出およびそれに対する対策が連動しておらず、個別

対応となっている現状が確認された。そのため、各事業項目の趣旨が見失われている点が

浮かび上がった。たとえば、事業項目（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援につい

ては、いつしか相談窓口の設置が目的化してしまい、窓口に寄せられた課題に対して、地

域としてどう対応していくのかを検討できるようなマネジメント体制が組まれておらず、

本来であれば窓口等に寄せられた課題等を基に、目指す理想像（目標）を構築していく必

要があるにもかかわらず、目指す理想像（目標）さえ策定・共有化できずにいるため、結

果的に事業評価も難しくなってしまっている。 
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2-2 在宅医療・介護連携推進事業の枠組みの在り方や考え方について  

これまでの在宅医療・介護連携推進事業は、体制整備に重点を置かれて進められてきた

側面もあり、これからは本事業の質の向上を実現する必要があるという意見が出された。

本事業に取り組むに当たっての基本的な考え方として、８つの事業項目が手引きの中で示

されてきた。全国すべての自治体で本事業を通じた在宅医療・介護連携の推進が図られて

きたものの、事業項目（ア）から（ク）に従って引き続き事業を実施するべきかどうかと

いう意見もあった。たとえば、医療・介護資源に乏しい地域では、地域特性を鑑みた上で

過不足なく在宅医療を提供するべきかを議論する必要もある。また、後期高齢者数が増加

する地域と、現状維持・低下していく地域では今後の取組方策が異なってくる。このほか

にも、医療・介護資源の乏しい地域では、８つの事業項目を実施するまでもなく、すでに

顔が見える関係ができていることもあり連携の体制や仕組みも実現している可能性があ

る。 

検討委員会では一連の議論を通じ、地域の実情・特性を汲み取りながら地域にあった在

宅医療・介護連携推進事業の枠組みの再設定が求められているという意見交換も為され

た。 

なお、以下では、検討委員会において為された議論の内容を詳述する。 

 

（１） 将来の医療・介護需要をとらえた正確な実態把握 

先述の通り、在宅医療・介護連携推進事業の推進に当たっては、正確な実態の把握が求

められる。現状を踏まえた施策を実施するにも、将来の医療・介護需要と現状の供給量に

基づいた取組が求められており、現状の在宅療養の要介護度別の需給率や、在宅医療の提

供の場・施設を的確に把握することなどが求められる。外形的にストラクチャー指標によ

って、医療・介護資源を表層的に把握するのではなく、機能している資源の把握に努める

必要性が指摘されていた。 

また、本事業を提供するにあたっては、地域住民の考えなども重視した多面的な分析が

必要であり、住民・患者本人が幸せになるための形を提案する必要がある。そのために

も、正確な実態把握の先に、地域においてどのような在宅医療・介護連携や多職種連携を

実現するのか、どういった在宅療養を展開していくのかといった目指す理想像（目標）や

目標値を設定することが必要といった意見が挙げられていた。 

 

（２） 在宅医療・介護連携推進事業の体制構築 

在宅医療・介護連携推進事業の体制構築という観点では、行政側の人事異動に伴う継続

した事業実施が難しいなどの構造的な課題についても言及があった。前提として、職員の

人事異動があっても事業の実施に影響が出ないように事業の継続性を担保するシステムづ

くりの必要性に関する言及があった。 
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上述の通り、在宅医療・介護連携推進事業の推進・体制構築については、市区町村が連

携を促進するための施策を展開できる余地があるが、連携に関する理解を深めるには市区

町村だけでは困難ではないかという意見が挙げられるなど、連携体制の整理と連携の機能

について改めて整理することが求められると考えられる。 

その他にも、在宅看取りを実践できるサービス付き高齢者向け住宅が在宅利用の資源と

なっていることから施設看取りの推進を進めるなど、在宅医療資源を創っていく点につい

ても言及があった。 

 

（３） 在宅医療・介護連携の推進 

在宅医療・介護連携の推進という観点では、連携に関する課題の適切な抽出・把握の必

要性についても言及があった。適切に実態把握を進めるための手段・仕組みの構築が求め

られている。検討委員会の中では、ヒアリングによる意見抽出が多く聞かれる一方、アン

ケートを実施している自治体も存在した。しかし、アンケートの場合は、医療機関側の回

答率の低さや職種・医療機関から理解が得られず課題の共有が困難であるなど、十分な実

態把握ができない場合もある。たとえば、県や保健所と協力の上で回答率を高めるための

施策を講じるなど、都道府県による支援のあり方に関する意見も挙げられていた。同時

に、前節でも述べたとおり、地域で実現したい連携のあり方を明確にすることも重要とい

う指摘もあった。 

 

（４） 評価指標を用いた事業評価 

在宅医療・介護連携推進事業における指標の運用について述べる。 

前節でも述べたように、評価指標の設定は本事業において難易度の高い取組のひとつと

して挙げられている。一方で、PDCA サイクルによる本事業の質の向上、すなわち在宅医

療・介護連携の質の向上を促進するためには、事業の進捗ならびに設定された課題の解消

状況を把握するための指標を設定しなければ、モニタリングそのものができない。検討委

員会の中でも、現行の評価指標は８つの事業項目の実施状況は見えても、取組そのもの質

が見えないという指摘があった。 

これまで、手引きの中では、ストラクチャー、プロセス、アウトカムに分類される３指

標を用いた指標案が示されている。検討委員会の中では、目標に対してどう効果的に在宅

医療・介護連携を実施できたかというプロセスの評価を手厚くする必要がある、という意

見が挙げられた。一方で、これらの指標に関しては、明確な基準がないため、定量的な把

握をしても、その良し悪しを判断することが難しいといった指摘もあった。 

なお、指標の設定に関しては、市区町村側で定量的に把握する手段が確立されていない

点や、都道府県からの情報提供の必要性についても意見が挙げられた。設定すべき指標と

しては、地域の実情に応じた指標の設定が重要である一方で、地域間の比較が可能なもの
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も必要であり、国・都道府県内単位での比較ができるものも求められる。人口当たりの需

給バランスを示すなどが一例であるが、本事業の特性上、現場レベルでの連携を評価でき

る指標を示していくことが求められる、といった意見もあった。 

 

（５） 都道府県の支援のあり方 

都道府県による支援のあり方として、市区町村の事情を汲み取った上での支援の提供

や、在宅医療・介護連携推進事業における市区町村共通の取組事項の実施・支援が挙げら

れた。たとえば、住民の理解を深めるための普及啓発などは、どの地域であっても必要で

あることから都道府県の実施が考えられる。また、前節で述べたように、評価指標および

データの提供については都道府県による支援が求められる点も確認された。レセプトデー

タを分析した上で市区町村を横比較できるデータの分析結果の提供することなどを期待し

ている、という意見も挙げられた。 
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2-3 在宅医療・介護連携推進事業の事業項目の在り方や考え方について  

（１） 在宅医療・介護連携推進事業の事業項目の在り方や考え方について 

在宅医療・介護連携推進事業の実施における課題については、前節においても触れてき

た。本節では、本事業の事業項目が今後どうあるべきかについて検討委員会の中で為され

た議論について述べる。 

本事業における 8 つの事業項目の検討にあたり、事業に取り組む委員からは（ア）～

（ク）が、在宅医療・介護連携を進めていく上で重要な項目であるが、その先を見据えた

取組の推進においては、不足している部分があるといった意見が挙がった。同時に、事業

項目への取組の濃淡が地域ごとに必要であるが、事業項目（ア）地域の医療・介護の資源

の把握、（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討に代表される実態の把握

については、最低限実施すべき内容を示す必要性があるのではないかという意見も挙げら

れた。また、多職種連携を実現することが在宅医療・介護連携推進事業に求められている

こともあり、事業の推進にあたり達成すべきは事業項目（ウ）切れ目のない在宅医療と在

宅介護の提供体制の構築推進や（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援で掲げられてい

る目的こそ本事業で達成すべきものであるという意見もあった。 

なお、本事業においては、PDCA サイクルに則り運用することで、取組の質の向上を図

るという考え方も示されているが、適切な指標をおいて取組を評価する手法構築が難しい

といった意見も挙げられた。 

検討委員会では、実施する自治体によっては事業に着手することが目的になっている点

が確認され、実施すべき内容を整理し、地域の実情に応じた課題を抽出した上で、対策を

講じる必要性を訴求していくべきという意見や、地域の医療・介護資源と将来の患者推

計、現状の医療・介護レセプトデータから見出される医療と介護の連携状況等のデータを

踏まえた取組方策の検討が重要という意見、また、地域では、一連のデータに基づいて、

地域で目指す理想像（目標）を描いた上で、地域の実情にあった事業展開を推進すべきと

いった意見も挙げられた。 
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